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自由権規約に基づくアイヌ民族のサケ漁業権
―先住民族の権利に関する自由権規約委員会の実行の発展と 

同委員会による規約解釈尊重の必要性―　　　

小坂田　裕　子＊

は じ め に

2020 年 8 月 17 日，北海道十勝郡浦幌町を

拠点とするアイヌ民族の集団，ラポロアイヌ

ネイションが十勝川河口部におけるサケの捕

獲権の確認を求めて提訴した。以下に収録す

るのは，「サケ捕獲権確認請求事件」原告代

理人の依頼を受けて，2022 年 9 月に筆者が札

幌地方裁判所に提出した意見書である。掲載

にあたり若干の加筆修正を施したが，主張内

容に変更はない。太字フォントは，筆者が意

見書で強調のために用いた。

なお，本意見書提出後，自由権規約委員会

はダニエル・ビリー他対オーストラリア（2022

年，Communication No. 3624/2019, U.N. Doc. 

CCPR/C/135/D/3624/2019）において，「先

住民族の権利に関する国連宣言に照らして解

釈された規約第 27 条が，先住民族がその生

活及び文化的アイデンティティのために伝統

的に使用してきた領域及び天然資源を享受す

る不可譲の権利（the inalienable right of indig-

enous peoples to enjoy the territories and 

natural resources）を認めていることを想起す

る」と述べ，個人通報制度において初めて，

先住民族の領域及び天然資源に対する権利に

直接的に言及した。本見解では，「第 27 条の

下で保護される権利は個人の権利であるが，

それはひいてはマイノリティ集団がその文

化，言語または宗教を維持する能力に依存し

ている」ことを再確認している。

意見書において筆者は，自由権規約委員会

は個人の権利である第 27 条が集団的側面を

もつことに言及するのみならず，先住民族に

ついては，それが他の構成員と共同してのみ

享受されうる場合があることまで認めるに

至っていることを指摘した。またダニエル・

ビリー事件で第 27 条を解釈するにあたって参

照された「先住民族の権利に関する国連宣言」

（以下，国連宣言）は，先住民族に属する個人

の権利と集団の権利の両方を規定しているが，
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土地及び資源に対する権利は集団の権利とし

てのみ保障されている。これらのことからす

れば，ダニエル・ビリー事件で認められた先

住民族の領域及び天然資源に対する権利も，

他の構成員と共同してのみ行使されうるもの

であり，個人の権利には解体できない先住民

族の集団の権利と捉えることが出来る。

また意見書が提出された後，Machiko Kanetake, 	

“Giving Due Consideration : A Normative 

Pathway between UN Human Rights Treaty-

Monitoring Bodies and Domestic Courts”, in 

Nico Krisch (ed.), Entangled Legalities beyond 

the State, Cambridge UP, 2021に接した。Kanetake

氏によれば，国内裁判所は，人権条約機関の

一般的意見や見解などを考慮することができ

る「裁量」を有するという議論から，近年で

は，複数の国の多くの国内判例を検討したう

えで，単なる裁量上の考慮を超えて，一般的

意見や見解などを誠実に考慮する「義務」	

があるという有力な主張も出てきているとい

う。

意　見　書
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結論―�サケ資源保全という目的により正当

化されるか？

序論―�二風谷ダム事件判決から四半
世紀

政府に先立ってアイヌ民族を先住民族と認

め，事情判決とはなったものの，アイヌ民族

の実質勝訴となった二風谷ダム事件判決（札

幌地裁 1997（平成 9）年 3 月 27 日）から四

半世紀が過ぎた。同判決は，「市民的及び政

治的権利に関する国際規約」（以下，自由権

規約）第 27 条を直接適用したのか，間接適

用したのか，については学説上の争いがある

が，同条が判決に決定的な役割を果たしたと
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いう点では争いがない。すなわち裁判所は，

アイヌ民族は，文化の独自性を保持した少数

民族としてその文化を享有する権利を自由権

規約第 27 条により保障されており，「我が国

は憲法 98 条 2 項の規定に照らしてこれを誠

実に遵守する義務がある」ことを明言した。

さらに憲法第 13 条に基づいても，「少数民族

たるアイヌ民族固有の文化を享有する権利を

保障されている」ことも認めた 1）。二風谷ダ

ム事件判決から四半世紀，今度は，アイヌ民

族であるラポロアイヌネイションがサケの商

業漁業権を主張して訴えを起こし，札幌地裁

は再び，自由権規約を含む国際人権法に向き

合うことが求められている。

この間，一定の展開も見られた。すなわ

ち，2007 年 9 月に「先住民族の権利に関する

国連宣言」（以下，国連宣言）が採択された

ことを受け，2008 年 6 月に衆参両院で「アイ

ヌ民族を先住民族とすることを求める決議」

が全会一致で採択された。これを受けて，「政

府としても，アイヌの人々が日本列島北部周

辺，とりわけ北海道に先住し，独自の言語，

宗教や文化の独自性を有する先住民族であ

る」との認識を有する旨の内閣官房長官談話

が発表された。さらに 2019 年 5 月に施行さ

れた「アイヌの人々の誇りが尊重される社会

を実現するための施策の推進に関する法律」

（以下，アイヌ施策推進法）は，第 1 条でア

イヌ民族を先住民族と明記した。

二風谷ダム事件判決は，国際的な動向にも

配慮して，利益の比較衡量において，アイヌ

民族の先住民族性を加重要素としている。

もっとも，同判決は「土地，資源及び政治等

についての自決権であるいわゆる先住権まで

認めるか否かはともかく」と述べ，先住民族

の自決権や先住権まで踏み込まなかった。ま

たアイヌ施策推進法は，アイヌ民族の自決権

（自己決定権）や先住権を認めておらず，そ

のことが批判の対象となっている。ラポロア

イヌネイションによる訴訟提起は，まさにこ

の土地及び資源に対する集団の権利，自決権

や先住権に関するものであるが，国内法が欠

如しているため，その法的基盤として自由権

規約や国連宣言等の国際人権法が重要な役割

を果たす。

国連宣言は，自決権や土地及び資源に対す

る権利等，先住民族の集団の権利を多数規定

している。国連宣言起草作業では，1992 年の

「マイノリティに属する者の権利に関する国

連宣言」でとられている個人の権利アプロー

チを採用するように主張する国もあった。し

かし，先住民族は集団の権利がその社会関係

及び意思決定にとって本質的であることを強

調し，国連宣言ではその主張が認められた。

それは，先住民族社会では，土地や資源の所

有，管理，使用の権利等は，個人ではなく，

集団に属するとされており，個人の権利に解

消できない側面があるからである。

この点，筆者は，既存の人権条約，特に日

本も批准する自由権規約が国連宣言の影響を

受ける形で，先住民族集団の積極的保護，さ

らには集団の権利を保障するように同規約委

員会の実行が発展してきていることに注目

し，研究をおこなってきた 2）。本意見書では，
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自由権規約第 1条（人民の自決権）と第 27

条（マイノリティに属する者の文化享有権）

の観点から，ラポロアイヌネイションが主張

する集団の権利としてのサケの商業漁業権の

国際人権法上の位置づけについて解説する。

なお，自由権規約の実施監視機関が自由権

規約委員会であるが，同委員会が規約解釈を

表明する機会には主に 3 通りある。すなわ

ち，規約解釈を示す一般的意見（general 

comments），政府報告書審査の結果として出

される各国に対する総括所見（concluding 

observations），個人通報制度の下で出される

見解（views）である。本意見書では，自由

権規約委員会の一般的意見，総括所見，見解

に基づく同規約の解釈の発展を主たる検討対

象とするが，それらは，後に述べるように，

自由権規約委員会が示す規約解釈は有権解釈

として尊重することが求められ，このことは

国際司法裁判所（ICJ）においても認められて

いる。

Ⅰ　�自由権規約第 1 条及び第 27 条	
における先住民族の集団の権利
の位置づけ

1．自由権規約第 1 条の先住民族への適用

規約起草時には独立国家内のマイノリティ

が共通第１条の「人民」に該当するかは，自

決権が外的自決として分離独立権を含むと解

されていたことから争いがあった。例えば，

1954 年に国連事務総長が準備した国際人権規

約草案註解では，第1条の「人民」（all peoples）

について，「独立国，信託統治地域又は非自

治地域を問わず，すべての国及び地域におけ

る人民を意味すると理解される」として自決

権の普遍性を認めつつも，「マイノリティの権

利は極めて複雑な別個の問題である」として

いた 3）。しかし，2007 年に採択された国連宣

言第 3 条は，自由権規約第 1 条 1 項と主語以

外は全く同じ文言で，先住民族の自決権を認

めるに至った。そして，現在，自由権規約委

員会も，以下に見るように，第 1条の自決権

が独立国内のマイノリティである先住民族に

も適用されることを認めている。

自由権規約の第 1 選択議定書により認めら

れる個人通報制度は，集団ではなく個人にの

み通報権を認めているため，集団の権利であ

る自決権に関する通報は出来ない。もっとも，

マフイカ対ニュージーランド（2000 年） 4）で，

自由権規約委員会は，第 1 条が第 27 条の解

釈において関連しうることを承認した。本件

では，マオリに属する通報者達が，ニュージー

ランド政府とマオリとの間の漁業規制及び漁

獲割当をめぐる対立の最終解決として政府が

立法措置を実施したことにより，彼らの生活

様式及び文化が脅かされているとして申し立

てた。マオリに属する個人が集団的に通報を

おこなっており，彼らは，第 27 条の他に，自

決権の侵害も主張していた。委員会は，個人

通報制度において自決権を扱うことはできな

いとしたが（para. 7. 6），第 1 条も第 27 条の

解釈において関連しうることを認めた（para.  

9. 2）。

　　　　　　     第 19 巻第 3 号（2022）116



また規約起草過程では，独立国家内のマイ

ノリティへの第 1 条の適用には反対の声が多

かったが，自由権規約委員会は政府報告書審

査において，先住民族への適用を認めるよう

になっている。例えば，フィンランドに対す

る総括所見（2013 年）では，第 1 条，第 26 条，

第 27 条に関して，「サーミ民族が，土地及び

資源の権利を含め，自らの文化や生活様式に

とって基本的に重要な事項に参加し，意思決

定する権限を欠いている」ことに懸念が表明

されている 5）。

自由権規約委員会が個人通報制度におい

て，第 1条が第 27 条の解釈において関連し

うることを認めるにとどまっているのは，第

1条に関する通報はなしえないという同制度

における手続面での制約のためであり，報告

制度では，第 1条との関係で先住民族の土地

及び資源に対する集団の権利を認めている。

さらに，I 2 ⑵ⅱで見るように，近年では，個

人通報制度において，第 27条を第 1条と国

連宣言の観点から解釈し，集団の権利として

の先住民族の内的自決権（「自らの政治的地

位を自由に決定し，自らの経済的，社会的，

文化的発展を自由に探究する」権利）を導き

出している。自由権規約委員会におけるこの

ような実行の発展は，国連宣言の起草作業で

先住民族の自決権の内容に分離独立権が含ま

れないとのコンセンサスが存在しており，主

権や国家領域の一体性に関する懸念が払しょ

くされてきたことが考えられる。

なお，先住民族の資源の権利の保障が及ぶ

範囲については，サラマカ民族対スリナム

（2007 年）における米州人権裁判所の判決が

参考になる 6）。本判決において，米州人権裁

判所は，米州人権条約第 21 条に基づく集団

的財産権の保障が，先祖伝来の領域に存在

し，先住民族としての生存に必要な資源にま

で及ぶとした（para. 122）。また，「人及び人

民の権利に関するアフリカ憲章」（以下，バン

ジュール憲章）でも，規定される人民の権利

が独立国家内の集団に適用されるかが争われ

てきたが，エンドロイス共同体対ケニア（2010

年）でアフリカ人権委員会は，天然資源に対

する人民の権利（第 21条）や人民の発展の

権利（第 22条）を先住民族であるエンドロ

イスに適用している 7）。具体的には，アフリ

カ人権委員会は，先住民族の伝統的生活様式

を維持し，民族としての消滅を防ぐために必

要な先祖伝来の領域内の天然資源について

も，先住民族が集団の権利を有しているとし

た（paras. 255―260）。

以上より，自由権規約第 1 条の人民の自決

権は，独立国内の先住民族にも適用され，そ

の具体的内容として，土地及び資源の権利が

認められる。先住民族の資源に対する権利

は，先祖伝来の領域に存在し，先住民族とし

ての生存に必要な天然資源にまで及ぶ。その

ため，日本の先住民族であるアイヌ民族のラ

ポロアイヌネイションは，自由権規約第 1条

に基づき自決権を有している。その具体的内

容として，アイヌ民族は資源に対する権利を

有するが，その保護される資源には，民族と

しての消滅を防ぐために必要な水産資源であ

り，先祖が伝統的に漁をおこなってきた領域
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におけるサケも含まれうる。

2．�自由権規約第 27 条による先住民族の
商業漁業権の保障

⑴　第 27 条で保護される「文化」

第 27 条で保護される「文化」には，マイ

ノリティの文化の本質的要素となっている経

済活動も含まれうる。北欧のサーミ民族のト

ナカイ牧畜が第 27 条で保護される文化活動

に該当するかに関して，自由権規約委員会

は，「経済活動の規制は，通常，国家にとっ

てのみの問題である。しかし，当該活動が民

族共同体の文化の本質的要素である場合に

は，その個人への適用は第 27 条の問題とな

りうる」と述べ，これを肯定した 8）。

また自由権規約委員会は，現代的生活様式

を取り入れて伝統的文化が発展した場合に

も，第 27 条の保護の対象となるとしている。

すなわちランスマン対フィンランド（1994 年）

で委員会は，第 27 条は民族的マイノリティ

の伝統的生活様式のみを保護するのではな

く，トナカイ牧畜の方法を現代技術の助けを

得て発展させた場合も，同条の保護対象とな

りうることを認めた 9）。

さらに一般的意見 23（1994 年）は，「文化は，

特に先住民族の場合に，土地資源の利用に結

びついた独特の生活様式を含む，様々な形態

をとる」とし，第 27 条の権利が漁業，狩猟

のような伝統的活動や法で保護される保留地

で生活する権利を含みうるとした。そして，

「これらの権利の享受は，保護のための法的

な積極的措置及び，マイノリティ共同体の構

成員達に影響を与える決定に当該構成員達が

効果的に参加することを確保するための措置

が必要となりうる」ことを示した 10）。

以上より，訴状で示したようにサケ漁がア

イヌ民族の文化の本質的要素であることから

すれば，第 27条が保護する文化であること

は明らかであり，さらにその保護は，ラポロ

アイヌネイションが主張している経済活動と

しての船外機付き漁船による刺し網漁にまで

及びうる。

⑵　�自由権規約第 27 条による先住民族集団

の積極的保護義務及び集団の権利の保障

自由権規約第 27 条は，「マイノリティに属

する者」が，「その集団の他の構成員ととも

に自己の文化を享有」する「権利を否定され

ない」という規定になっている。「マイノリティ

に属する者」という主語は，第 27 条が個人

の権利であることを示しているが，同時に

「その集団の他の構成員とともに」という文言

が入っていることで，規約起草者たちが当該

権利の集団的性質も認識していたことが分か

る 11）。また第 27 条は「権利を否定されない」

という消極的な寛容の義務を規定するにとど

まっている。これは，決して第 27 条が政策

推進に向けた政治的責任を負うことを宣言し

たに過ぎないことを意味するのではなく 12），

第 27 条は「権利」の存在を前提とした上で，

強制同化の防止の義務づけを意図したもので

ある 13）。
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しかし，その後の実行の展開の中で，自由

権規約委員会は，第 1 に，第 27条により集

団を保護する積極的義務まで認められるこ

と，さらに第 2 に，第 1条及び国連宣言の観

点から第 27条を解釈し，第 27条から集団の

権利である内的自決権まで導き出すように

なっている。以下，詳しく見る。

ⅰ　�一般的意見 23（1994 年）及び日本に対

する総括所見

自由権規約委員会は，1994 年の一般的意見

23 14）で，第 27 条によりマイノリティ集団の

保護のための積極的措置が要求されるという

立場を明らかにした。一般的意見 23 は，「第

27 条は消極的な文言で表現されているが，当

該条項は『権利』の存在を認めており，それ

が否定されてはならないことを要求してい

る。したがって締約国は当該権利の存在及び

行使が否定され又は侵害されることのないよ

う保護することを確保する義務を負う。それ

ゆえ締約国自身の行為（立法，司法，又は行

政当局によるとを問わず）に対してのみなら

ず，締約国内の他の人々の行為に対しても，

保護のための積極的措置が要求される（para. 

6. 1）」と述べている。

また一般的意見 23 は，「第 27 条で保護さ

れる権利は個人の権利であるが，それはマイ

ノリティ集団がその文化，言語，宗教を維持

する能力に依存する。それゆえ，マイノリティ

のアイデンティティと，その構成員が集団の

他の構成員達と共同して，その文化と言語を

享有し発展させる権利並びにその宗教を実践

する権利を保護するために，国家による積極

的措置が必要となりうる（para 6.2）」「（第 27

条の）権利保護は，関連するマイノリティの

文化的，宗教的，社会的アイデンティティの

生き残りと継続的発展を確保し，それにより

社会全体の構造を豊かにすることを目指して

いる（para. 9）」と述べている。

このように一般的意見 23 の段階で既に，

自由権規約委員会は，マイノリティに属する

個人の権利を共同して行使しうること，また

マイノリティに属する個人の権利を保障する

前提としてマイノリティ集団自体も保護され

ることを指摘し，そのために国の積極的措置

が要求されることを認めていた。

なお，政府報告書審査における日本に対す

る総括所見（2014 年）では，次のように，ア

イヌ民族の土地及び資源に対する集団の権利

が，自由権規約第 27条に基づき勧告されて

いる。「締約国は，法制を改正し，アイヌ，琉

球及び沖縄の共同体の先祖伝来の土地及び天

然資源に対する権利を十分に保障するための

更なる措置を，彼／彼女らに影響を与える政

策に事前に十分な情報を得た上で自由に参加

する権利の尊重を確保しながら，行わなけれ

ばならない 15）」。

（ii）　個人通報制度における展開

①　ルビコン・レイク・バンド対カナダ（1990年）

個人通報制度において，第 27 条の集団的

側面が表面化したのは，ルビコン・レイク・

バンド対カナダ（1990 年）が最初である 16）。

石油及びガスの採掘を目的とする州政府によ
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る部族領地の収用をカナダ政府が容認したこ

とにより，部族の経済的基盤が破壊されたこ

とが規約違反を構成するかが問題となった。

本件では，先住民族の首長であるオミナヤク

個人がルビコン・レイク・バンドを代表して

通報をおこなったが，自由権規約委員会は，

同じように権利を侵害されたと主張する個人

が集団的に通報を提出する可能性を認めた

（para. 32. 1）。また，通報者は個人であったに

もかかわらず，委員会は，歴史的不平等や最

近の発展がバンドの生活様式や文化を脅かし

続けていることをもって第 27 条違反を構成

すると評価し，バンドを対象とする救済措置

（カナダ政府が提案した 4,500 万カナダドルを

支払い，95 平方マイルの土地を保留地にあて

る（para. 29. 8）ことを適切とする（para. 33）

考えを示した。個人通報制度では，集団自体

に通報権があるわけではないが，このように

集団構成員が共同して通報することを可能に

し，違反認定の対象として集団の価値を認め

た結果，集団に権利を認めた場合と同様の効

果が生じている 17）。

②　サニラ・アイキオ対フィンランド（2018 年）

その後，I 1. で見たように，自由権規約は，

マフイカ対ニュージーランド（2000 年）にお

いて，個人通報制度で自決権を扱うことはで

きないとしつつ，第 1 条も第 27 条の解釈に

おいて関連しうることを認めた。ただし同事

件では第 27 条を第 1 条の観点から解釈する

ことは行われず，個人通報制度においてそれ

が初めて行われたのは，サニラ・アイキオ対

フィンランド（2018 年） 18） においてである。

通報者であるサニラ・アイキオは，フィン

ランドのサーミ議会の議長であり，彼女は自

身のため，またサーミ議会の理事会によって

授権されたように，フィンランドにおけるサー

ミ民族のためにおこなった（para. 1. 1）。本件

は，実質的には，サーミ議会選挙の選挙人名

簿への登録をめぐるサーミ議会とフィンラン

ド政府の争いである。フィンランドのサーミ

議会選挙の選挙人名簿に登録されていない複

数の個人から，登録の要請があったが，サー

ミ議会の選挙委員会及び理事会は，その多く

が定義を満たさないと決定した。しかし，182

人がこの決定を不服として，フィンランドの

裁判所に訴え，2015 年 9 月 30 日に，最高行

政裁判所は，93 人に投票権を認めた 19）。通報

者は，この最高行政裁判所の決定が，サーミ

議会の有権者の要件を規定するサーミ議会法

第 3 条の合意に基づく解釈から逸脱し，自由

権規約第 1 条，第 25 条，第 26 条，第 27 条

に反すると主張した（paras. 1. 2, 1. 4 3. 1―3. 8 

and 5. 7）。

本件の詳細については，別稿を参照して欲

しいが 20），本意見書との関係で重要なのは次

の点である。本件で，自由権規約委員会は，

第 1 条違反については選択議定書第 1 条に基

づき受理可能性を否定したが，規約第 2 部及

び第 3 部に保護される権利が違反されている

か否かの決定にあたって，関連性がある場

合，委員会は第 1 条を解釈しうるとする

（para. 1. 4）。そして自由権規約委員会は，国

連宣言及び規約第 1条の観点から解釈した第
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27 条は，「自らの政治的地位を自由に決定し，

自らの経済的，社会的，文化的発展を自由に

探究する」先住民族の不可譲の権利を保障す

ると考えると述べた（para. 6. 8）。そして自由

権規約委員会は，「第 27 条の下で保護される

権利は個人の権利であるが，それらは文化，

言語又は宗教を維持する集団の能力に依存し

ている」こと，また国連宣言の前文が「先住

民族は自らの存在，福祉及び人民としての一

体的な発展にとって不可欠な集団的権利を有

する」ことを確立していることを想起する。

それらを考慮すると，先住民族の権利の文脈

では，第 25条及び第 27 条は集団的側面を有

しており，そのいくつかは，他の構成員と共

同してのみ享受されうると考えるとする（para. 

6. 9）。

さらに自由権規約委員会は，「サーミ議会

は，締約国がサーミ民族に影響を与える決定

において，先住民共同体としてのサーミ民族

の構成員たちが効果的に参加できるよう確保

する機関を構成すると考える。したがって，

第 27 条に規定される締約国の義務は，集団

の他の構成員たちと共同して自己の文化を享

受し，自己の言語を使用するサーミ共同体の

構成員たちの権利に影響を与える決定におい

て，サーミ議会が果たす効果的役割に依存す

る。それゆえ，サーミ議会の選挙プロセスは，

内的自決プロセスに関与する人々の効果的参

加を確保しなければならず，それは先住民共

同体全体の継続的生き残りと福祉のために必

要なのである。第 25 条に従って，委員会は

また，サーミ先住民共同体の構成員たちの

サーミ議会における効果的代表の権利に影響

を与える制限は，合理的かつ客観的な正当化

が必要であり，先住民族に関する内的自決原

則を含む，規約の他の諸規定と両立しなけれ

ばならない」とした（para. 6. 10）。

その上で，サーミ議会法第 3 条の合意に基

づく解釈から逸脱した最高行政裁判所の決定

は，「サーミ民族がサーミ議会を通じて，誰

がサーミであるかを決定するサーミの自決の

鍵となる側面を行使する能力を侵害した」と

自由権規約委員会は強調し，通報された事実

は，規約第 1 条の観点から解釈されて，第 25

条単体及び第 27 条とあわせて通報者の権利

の侵害に該当する」と結論づけた（para. 6. 

11）。

自由権規約委員会は，人民の自決権（第 1

条）と第 27 条は，前者は集団の権利である

のに対して，後者は個人の権利であることか

ら，両者は関連するが異なる権利であること

を指摘してきた 21）。その後，マフイカ対

ニュージーランドで，第 1 条が第 27 条の解

釈に関連しうることは認めていたが，本件で

はさらに進んで，第 27条を第 1条及び国連

宣言の観点から解釈し 22），内的自決権（「自

らの政治的地位を自由に決定し，自らの経済

的，社会的，文化的発展を自由に探究する」

権利）まで導き出している。そして第 27条

が集団的側面をもち，先住民族の権利の文脈

では，他の構成員と共同してのみ享受されう

る場合もあることを認めた。自由権規約委員

会が自決権と第 27 条の区別を強調してきた
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のは，分離独立の権利に対する国家の懸念を

考慮していたということもあるが，本件で自

由権規約委員会は，内的自決権に限定して検

討をおこなっており，分離独立権が含まれな

いことを暗示している。

さらに，内的自決権は，個人の権利の集団

的行使に解体できると解する見解も主張され

てきたが 23），必ずしもそうではないことが本

件で示された。本件で自由権規約委員会は，

第 25 条及び第 27 条は集団的側面を有してお

り，他の構成員と共同してのみ享受されうる

場合もあることを認めた。すなわち，本件で

認められたのは，サーミ議長の個人の権利と

いうよりも，個人の権利には解体できない

サーミ議会の集団の権利といえる。

⑶　�他の人権条約機関による先住民族の集団

の権利の承認

以上に見たような個人の権利規定に基づい

て先住民族の集団の権利を認めるという実行

は，自由権規約委員会だけでなく，社会権規

約委員会にも存在する。社会権規約第 15 条 1

項⒜は，文化的な生活に参加する個人の権利

を保障している。この点，一般的意見 21

（2009 年）は，次のように述べて，先住民族

の土地及び資源に対する集団の権利を承認し

た 24）。「先住民族の文化的生活の強い共同体

の側面は，その存在，福祉，完全な発達のた

めに必要不可欠なもので，先住民族が伝統的

に所有，占有，又は使用，獲得してきた土

地，領域及び資源に対する権利を含む。先祖

伝来の土地と関連する先住民族の文化的価値

や権利，そして先住民族と天然資源との関係

は，その生活手段を含む特別な生活様式の衰

退，先住民族の天然資源，究極的には，その

文化的アイデンティティの喪失を防ぐために，

尊重され，保護されなければならない。した

がって締約国は，先住民族の共同体の土地，

領域及び資源を所有，開発，管理，使用する

先住民族の権利を承認及び保護し，その自由

意思による事前の十分な情報に基づく同意な

しに，それらが居住され又は使用された場合

には，これらの土地及び領域を返還するため

の措置をとらなければならない」。

人種差別撤廃委員会も一般的勧告 23（1997

年）で，次のように述べ，先住民族の集団自

体の保護，及び集団の権利の保障を求めてい

る。「国家の文化的アイデンティティを豊かに

するものとして，先住民の特徴的な文化，歴

史，言語，生活様式を承認及び尊重し，その

保全を促進すること（para. 4 ⒜）」。「先住民

共同体がその文化的伝統や慣習を実践し，そ

れを復興させる権利並びにその言語を保全及

び実践する権利を行使できるよう確保するこ

と（para. 4 ⒠）」。また一般的勧告 23 は，土

地，領域及び資源について，「所有し，開発

し，管理し，使用する先住民族の権利」の承

認及び保護を求め，先住民族が「伝統的に所

有，又は居住，使用していた土地及び領域

を，その自由意思による事前の十分な情報に

基づく同意なく奪われた場合には，これらの

土地及び領域を返還するための措置をとるこ

と」を要求する。このように一般的勧告 23

は，先住民族の土地，領域及び資源に対する
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集団の権利を認めているが，その根拠条文は

示していない。

この点，政府報告書審査では，先住民族の

土地，領域及び資源に対する権利の承認及び

保護が勧告される場合，第 2 条，第 5 条，第

6 条の中での組み合わせが多い 25）。第 2 条は，

個人，集団又は団体に対する締約国の人種差

別撤廃義務を，第 6 条は人種差別に対する効

果的救済を確保する締約国の義務を規定して

いる。第 5 条は，同条で列挙される権利享有

における差別禁止を求めているが，同⒟ⅴは

「単独で及び他の者と共同して財産を所有す

る権利」を，同⒠ⅵは「文化的な活動への平

等な参加についての権利」を規定している。

また，地域的人権条約である米州人権裁判

所も，個人の権利に基づいて先住民族の集団

の権利を承認するようになっている。すなわ

ち 2001 年のアワス・ティンニ対ニカラグアに

おいて 26），先住民族にとって土地が経済的の

みならず精神的重要性をも有していることを

指摘して，個人の財産権条項（米州人権条約

第 21 条）に基づいて，先住民族の土地に対

する集団の権利を認めている。

アフリカ人権委員会も，エンドロイス共同

体対ケニア（2010 年）で，バンジュール憲章

第 14 条（財産権）及び第 21 条（天然資源に

対する人民の権利），第 22 条（人民の発展の

権利）に基づいて，先住民族の土地及び資源

に対する集団の権利を認めている 27）。

このように複数の人権条約機関で，既存の

人権条約に基づいて先住民族の集団の権利が

認められるようになっているが，それは序論

でも述べたように，先住民族社会では，土地

や資源の所有，管理，使用の権利等は，個人

ではなく，集団に属するとされており，個人

の権利に解消できない側面があるからであ

る。

⑷　�諸外国の例としてのフィンランド最高裁

判所判決（2022 年 4 月 13 日）

諸外国では，自由権規約第 27 条を援用し

て，先住民族によるサケの商業漁業権を認め

た事例も存在する。例えば，2022 年 4 月 13

日に出されたフィンランドの最高裁判所によ

る 2 つの判決である。

フィンランドにおける先住民族であるサー

ミは，①沿岸の所有権に基づく漁業権，②太

古の昔からの慣習に基づく漁業権，③サーミ

のホームランドである自治体の永住者である

ことに基づく漁業権を有していた。しかし，

ターナ川でのサケ漁業資源の状況の悪化を背

景に，近年，サケ漁業資源の保全と持続可能

な漁業の実現を主な目的として，②は 2015

年改正漁業法で明記されなくなり，③にも

2015 年改正漁業法やターナ川漁業協定により

様々な制限がなされるようになっている。こ

のような背景の下，一部のサーミが意図的に

許可された期間外に（第 1 事件 28）），あるい

はそもそも 2015 年改正漁業法上要求される

メッツァハリトゥス（Metsähallitus: フィンラ

ンドの国有企業）の許可を得ることなく漁を

行い（第 2 事件 29）），その結果，フィンランド

最高裁判決が扱った 2 つの事件のように，漁

業規則違反や密漁の罪で起訴されることに
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なった。

第 1 事件では，まず最高裁判所は，サーミ

のサケ商業漁業もフィンランド憲法第 17 条 3

項（先住民族であるサーミが自己の言語及び

文化を維持し，発展させる権利）及び自由権

規約第 27条で保障されることを明らかにす

る（paras. 19―22）。他方で，ターナ川支流令

及び漁業法による制約がフィンランド憲法第

20 条に規定される環境に対するすべての者の

責任の実現を目的としていることに留意した

（para. 23）。そして，サーミ民族の漁業権は絶

対的なものではなく，これらの権利は溯河魚

種の保全のために制約されうるとし，サーミ

の漁業権制限が追求される利益に比例するか

の評価に入った（para. 37）。最高裁判所は，

基本権の制約は，「目的が他のより制限的で

ない方法によって達成できない場合にのみ認

められうる」ことを確認し（para. 38），本件

では，定置網漁の期間を短くすることが，サ

ケ資源の保全という効果の観点から，サーミ

民族の漁業に対する文化的基本権と比例（均

衡）するか，評価しなければならないとした

（para. 45）。

最高裁判所は，本件で示された証拠は，利

用可能なデータによれば，ターナ川支流令が

発出された当時，ウツヨキ川における産卵親

魚量目標とサケ保全目標は達成されていたこ

とを示していることに留意した（para. 46）。

その一方で，サーミの定置網漁への漁業制限

を，彼らにとって特に重要な季節に拡大する

ことは，当時のサケ資源の状態の観点から，

均衡がとれていなかったことを証拠は示して

いると最高裁判所は指摘する（para. 46）。

最高裁判所は，フィンランド議会の憲法委

員会が「環境に対する責任の文脈においても，

サーミ先住民族が自己の言語及び文化を維持

及び発展させる権利を促進すべきであると強

調」し，漁業規制は，憲法第 17 条 3 項及び

自由権規約第 27条で保護されないような漁

業に，より厳しく向けられるべきだったとい

う意見である」ことに言及した（para. 47）。

その上で，最高裁判所は，政令が出された当

時のウツヨキ川におけるサケ資源の証拠と，

制限が憲法第 17 条 3 項及び自由権規約第 27

条で保護されない漁業に対して，より厳しい

制限を課しえたという事実に留意した（para.  

48）。

最終的に最高裁判所は，サーミの伝統的な

漁業文化を追求する上で重要な 8 月における

制限はかなり厳しいものであり，目的に比例

（均衡）するものとは考えられず，当時の溯河

魚種の保全の観点から，本質的とも考えられ

ないと結論づけた（para. 49）。最高裁判所は，

「定置網による漁業期間を制約する政令第 9

条は」，政令が憲法又は他の法律と対立する

場合，当該政令を裁判所は適用してはならな

い旨を規定するフィンランド憲法第 107 条に

従って，「効力を喪失しなければならない」と

述べ，漁業規則違反の罪を認めなかった地方

裁判所の決定を支持した（para. 50）。

第 2 事件でも，最高裁判所は，ターナ川で

のサーミの商業漁業がフィンランド憲法第 17

条 3 項及び自由権規約で保護されることを認

めている（paras. 21―25）。そして，事件当時，
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いかなる漁獲割当も地元民のために用意され

ておらず，地元のサーミは，メッツァハリトゥ

スの決定についていえば，他のすべての釣り

人と同じ立場にあったことを最高裁判所は指

摘した（para. 37）。漁業法 10 条 1 項で規定さ

れる地元住民に対する無料の許可に加えて，

サケの遡上領域で漁をするには，漁業法 10

条 2 項に従って，メッツァハリトゥスの別の

許可が必要だったが，限定された許可の数と

高い需要のため，許可は売り出された後，す

ぐに売り切れになっていた。さらに許可の値

段は，商業的考慮に従って決定され，1日 30

ユーロであった（para. 37）。

憲法第 106 条の下で，裁判所が扱う問題に

おいて法の適用が憲法と明らかに対立する場

合，裁判所は憲法規定に優先権を与えなけれ

ばならない（para. 19）。そのため最高裁判所

は，憲法第 17 条 3 項と漁業法第 10 条 2 項の

対立が明白であるかの検討をおこなった

（para. 41）。その際，最高裁判所は，憲法で保

護される地元サーミの漁業権は絶対的なもの

ではなく，これらの権利は，溯河魚種の保全

のために，憲法第 20 条の下で制約されうる

ことに留意した（para. 42）。その上で，最高

裁判所は，明らかに原価を超えるメッツァハ

リトゥスの許可の価格に加えて，事件当時，

いかなる漁獲割当も地元のサーミに認められ

ておらず，地元のサーミは憲法第 17 条 3 項

の保護を受ける漁業権を有しない釣り人と許

可に関して同じ立場に置かれていたことを指

摘した（para. 44）。そして最高裁判所は，漁

業法第 10 条 2 項の規定と，それに関する許

可手続きは，サーミ民族の先住民族文化の要

素としての漁業を本質的に制限していたと述

べる（para. 44）。

その上で，最高裁判所は，漁業法第 10 条 2

項における別個の漁業許可の要請と関連条

件，及び当該規定の適用から生じるサーミの

文化的基本権に対する実際的な制約を考慮す

れば，当該条項の適用は憲法第 17 条 3 項に

よって保護される基本権と，憲法第 106 条で

言及される意味において，明らかに対立する

と結論づける（para. 45）。したがって，事件

当時有効であった漁業許可規定の適用は行わ

ず（para. 45），最高裁判所は，密漁罪を認め

なかった地方裁判所の決定を支持した。

以上に見たように，フィンランド最高裁判

所は，第 1 事件において，自由権規約第 27

条に基づいて先住民族のサケの商業漁業が保

障されることを認めた上で，それが絶対的な

権利ではなく，サケ漁業資源の保全の目的の

ために制約されうることを確認する。その上

で，フィンランド最高裁判所は，自由権規約

第 27 条等の保護を受けない漁業をより厳し

く規制することで，目的は達成しうることを

指摘した。特に，第 2 事件では，漁業法の規

定が地元のサーミの文化享有権に配慮を行わ

ず，他の釣り人等と同じ立場に置いているこ

とを問題視している。

フィンランド最高裁判所判決の観点から，

アイヌ民族のサケ漁業権の問題を考えると，

アイヌ民族は北海道漁業調整規則第 52 条に

基づく特別採捕の許可を得て，「伝統的な儀
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式若しくは漁法の伝承及び保存並びにこれら

に関する知識の普及啓発」のためにサケを採

捕することは認められている。しかし，これ

はアイヌ民族に認められる「権利」ではなく，

民族的属性を前提としない例外規定に過ぎ

ず，非アイヌであっても第 52条の例外規定

の適用は認められる。アイヌ民族のサケの商

業漁業のみならず，生存漁業についても一律

に禁止されている。結論で確認するように，

たとえ資源管理の観点から，捕獲制限が認め

られるとしても，自由権規約第 27条に基づ

くアイヌ民族の文化享有権を一切考慮せず，

一律に商業漁業または生存漁業としてのサケ

漁業権を否定することは，比例原則の観点か

ら条約違反になると考える。

3．�自由権規約第 1 条及び第 27 条の	
国内法上の位置づけ

以上に見たことから，ラポロアイヌネイショ

ンは，先住民族であるアイヌ民族として，自

由権規約の第 1条及び第 27条に基づき，そ

れぞれ集団としての自決権（自己決定権）と，

個人の権利の集団的行使として，及び集団の

権利としての文化享有権を有する。そして，

その具体的権利内容には，サケの商業漁業権

が含まれる。

この点に関して，日本は，1条及び 27 条に

留保をつけることなく，自由権規約に批准し

ていることを確認する。また，日本国憲法第

98条 2項に基づき，日本政府は自由権規約を

「誠実に遵守する」義務を負っている。日本

において締結された条約は国内的効力をも

ち，条約は国内法に優位する。

また自由権規約第 1 条及び第 27 条を含む

各規定には自動執行性が認められ，裁判規範

として直接適用することができる。例えば，

福岡高裁は 2007（平成 19）年 9月 7日判決で，

次のように述べて，自由権規約の自動執行性

を認めている。

「自由権規約は，昭和 54 年 6 月，国会の

承認を経て批准されて同年 8 月 4 日に公

布され，同年 9 月 21日に発効したもの

であるところ，憲法が，日本国が締結し

た条約及び確立した国際法規は，これを

誠実に遵守することを必要とすると規定

し（98 条 2 項），また，自由権規約が条

約として国会の承認を含む公布手続を経

ていることから，他に特別の立法措置等

をまたず，公布によって当然に国内法と

しての効力を有するとともに，憲法解釈

上，条約は法律に優位し，その効力は法

律に対して優越すると解される。また，

自由権規約は，同規約 2 条において，各

締約国は，この規約において認められる

権利を尊重し及び確保すること，右の権

利を実現するために必要な立法措置その

他の措置をとること，右の権利及び自由

を侵害された者が効果的な救済措置を受

けることを確保することを約束している

こと等からも，規定の趣旨が締約国内で

適用されることを予定していることが明

らかで，また，規約は，市民が等しく享

有する固有の権利及び自由を具体的に規

定したもので，憲法の自由権規定と同
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様，規定内容が，国内法として適用でき

るだけの具体性を有していて，司法的に

も適用実現の可能な形式であることから

も，各締約国はこの規約を即時に実施す

る義務を負うものであると解される」。

また，徳島地裁1996（平成 8）年 3月15日 

判決も，次のように述べて，自由権規約の自

動執行性を認めている。

「わが国において，条約は批准・公布に

よりそのまま国法の一形式として受け入

れられ，特段の立法措置を待つまでもな

く国内法関係に適用され，かつ，条約が

一般の法律に優位する効力を有すること

を定めているものと解される。……とこ

ろで，B 規約は，自由権的な基本権を内

容とし，当該権利が人類社会のすべての

構成員によって享受されるべきであると

の考え方に立脚し，個人を主体として当

該権利が保障されるという規定形式を採

用しているものであり，このような自由

権規定としての性格と規定形式からすれ

ば，これが抽象的・一般的な原則等の宣

言にとどまるものとは解されず，したがっ

て，国内法としての直接的効力，しかも

法律に優位する効力を有するものという

べきである」。

II　�自由権規約の解釈における一般的
意見，見解，総括所見の位置づけ

1．�自由権規約委員会の解釈を尊重	
すべき根拠と先例

I で見たように，現在，自由権規約委員会

の実行の発展に基づき，先住民族は，自由権

規約第 1 条及び第 27 条により，集団の権利

を有する。もっとも，国内裁判所で自由権規

約の解釈が行われる場合に，自由権規約委員

会の一般的意見，個人通報制度における見

解，政府報告書審査における総括所見を尊重

する必要があるのかが，ウィーン条約法条約

の解釈規則における位置づけをめぐって争わ

れてきた。

この点，日本の学説では，人権条約機関の

一般的意見等は，条約法条約第 31 条 3 項⒝

にいう「事後の慣行」に該当するというもの

が少なくない 30）。また，人権条約機関の一般

的意見等は条約法条約第 32 条にいう解釈の

「補足的手段」に位置づけられるという学説

も有力である 31）。さらに条約法条約第 31 条 1

項は，条約は「誠実に解釈する」と定めてお

り，人権条約機関の一般的意見等を尊重する

根拠をこの規定に求める説も唱えられてい

る 32）。

もっとも，条約法条約の解釈規則は，人権

条約機関の一般的意見等が登場する以前に，

その存在を前提とせずに作られたものであ
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り，一般的意見等が条約法条約の解釈規則の

いずれに当てはまるということを厳密に検討

することには限界がある。人権条約機関の判

断が尊重されるべき根拠は，条約法条約上の

位置づけより，II 3. で見るノルウェー最高裁

判所等の諸外国と同様に，委員会の監視機

関・準司法機関としての役割・公平性・中立性・

客観性・正当性といったことに求められるべ

きである 33）。

国際司法裁判所判事であり，自由権規約委

員会の委員であった岩沢雄司は，次のように

指摘している。「（自由権規約）委員会は，個

人通報及び国家報告の検討という任務を果た

すに当たって，規約を解釈し適用する権限を

締約国によって与えられている。そして委員

会は，見解・一般意見・総括所見の中で規約

の解釈を示している。委員会は規約によって

設置された履行監視機関であり，「高潔な人

格を有し，かつ，人権の分野において能力を

認められ」「個人の資格で職務を遂行する」

18人の委員で構成される。委員会は 30 年以

上にわたって履行監視活動に従事してきた経

験を有し，その実績は評価されている。この

ような機関が，規約によって与えられた解釈

権限を行使して示した解釈，少なくとも通報

で示した解釈は，高い権威が認められてしか

るべきであり，「有権（authoritative）解釈」

とみなしてよいと考える 34）」。

また，申惠丰 35）（青山学院大学教授）が指

摘するように，「人権条約では，同じ委員会

（例えば自由権規約委員会）が，同じ条約上

の複数の国際的実施制度を運用していること

から，報告制度において「一般的意見」「総

括所見」の中で示される条約解釈と，個人通

報事案の「見解」で示される条約解釈とは，

その内容において相互作用的に発展してい

る」。このことからすれば，「見解」だけでなく，

それと相互作用的に発展している「一般的意

見」「総括所見」についても有権解釈として

位置づけることができる。

なお，自由権規約委員会の一般的意見，個

人通報制度における見解，政府報告書審査に

おける総括所見はいずれも法的拘束力はな

い。しかし，筆者は拘束力の有無と自由権規

約の解釈にあたって尊重すべきか否かとは別

個の問題であることを強調する 36）。例えば，

大阪地裁は 2004（平成 16）年 3 月 9 日判決で，

次のように述べて，自由権規約の解釈におい

て同規約委員会の一般的意見（ゼネラルコメ

ント）を尊重した。

「Ｂ規約については，Ｂ規約 28 条に基づ

いて人権委員会が設置されており，かか

る人権委員会は，Ｂ規約の締約国からの

報告を検討し，適当と認める一般的な性

格を有する意見を締約国に送付する権限

を有することから，特定の締約国に対す

る勧告に代えて，Ｂ規約締約国全体に宛

てたゼネラルコメントを採択していると

ころ，ゼネラルコメントがＢ規約を直接

の検討対象としていることをも考え合わ

せれば，ゼネラルコメントは，条約の適

用につき後に生じた慣行であって，条約

の解釈について当事国の合意を確立する

もの（条約法条約 31 条 3 項⒝参照）な
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いし解釈の補足的な手段（条約法条約 32

条参照）に準ずるものとして，Ｂ規約の

解釈に当たり，相当程度尊重されるべき

である」。

また最高裁判所大法廷は 2013（平成 25）

年 9月 4日決定において，次のように述べ

て，民法 900 条 4 号但書（当時）を違憲と判

断するにあたって，自由権規約委員会や児童

の権利委員会の総括所見における勧告を考慮

した。

「我が国の嫡出でない子に関する上記各

条約の履行状況等については，平成 5 年

に自由権規約委員会が，包括的に嫡出で

ない子に関する差別的規定の削除を勧告

し，その後，上記各委員会が，具体的に

本件規定を含む国籍，戸籍及び相続にお

ける差別的規定を問題にして，懸念の表

明，法改正の勧告等を繰り返してきた。

最近でも，平成 22 年に，児童の権利委

員会が，本件規定の存在を懸念する旨の

見解を改めて示している。［……］

　⑷　本件規定の合理性に関連する以上

のような種々の事柄の変遷等は，その中

のいずれか一つを捉えて，本件規定によ

る法定相続分の区別を不合理とすべき決

定的な理由とし得るものではない。しか

し，昭和 22 年民法改正時から現在に至

るまでの間の社会の動向，我が国におけ

る家族形態の多様化やこれに伴う国民の

意識の変化，諸外国の立法のすう勢及び

我が国が批准した条約の内容とこれに基

づき設置された委員会からの指摘，嫡出

子と嫡出でない子の区別に関わる法制等

の変化，更にはこれまでの当審判例にお

ける度重なる問題の指摘等を総合的に考

察すれば，家族という共同体の中におけ

る個人の尊重がより明確に認識されてき

たことは明らかであるといえる」。

2．国際司法裁判所の立場

自由権規約の解釈・適用が争われたディア

ロ事件判決（2010 年 11月 30日） 37）において

国際司法裁判所（ICJ）は次のように述べてい

る。

「主に個人通報事例……を通じて，自由権

規約委員会は相当な数の解釈先例を発展させ

てきた。ICJ は自らの解釈を委員会の解釈に

服せしめる義務を負うわけではないが，委員

会の採用した解釈に多大な配慮を示す必要が

ある（para. 66）」。このように，ICJ は自由権

規約委員会の「解釈先例」を認めた上で，こ

れを最大限に尊重する姿勢を示している 38）。

3 ．�諸外国の例としてのノルウェー最高
裁判所の立場

諸外国の例として，2008 年 12 月 19 日，ノ

ルウェーの最高裁判所は，自由権規約委員会

の見解等に法的拘束力がなく，それゆえヨー

ロッパ人権条約裁判所の判決と同じ権威を持

つと自動的に考えられないことを指摘しつつ

も，自由権規約等を国内法に編入するノル

ウェー人権法の起草作業における議論を参照

し，その結果，同委員会の解釈に「相当な重
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み」が付与されなければならない，という判

断をおこなった 39）。ノルウェー最高裁判所が

参照したノルウェー人権法の準備作業では，

自由権規約委員会の見解は，ヨーロッパ人権

裁判所の判決とは異なり法的拘束力がないこ

とを確認しつつも，第 1に，自由権規約委員

会が高い資質をもった独立の委員により構成

されており，その見解は国際的にかなり尊重

されていること，第 2に，国内法に編入する

目的の一つは，ノルウェーにおいて人権条約

機関の実行により注意を払い，開かれた関係

を目指すことにあることが指摘されていた。

ノルウェー最高裁判所は，このことから「自

由権規約委員会の規約解釈には，法源として

相当な重みを付与されなければならないこと

は明白である」と結論づけ，実際に，その後

の最高裁判決でも自由権規約の解釈において

同規約委員会の解釈を尊重している 40）。

なお，ノルウェーは二元論国家なので，自

由権規約を国内法に編入する人権法の制定が

必要であったが，日本は一般的受容方式を採

用しており，憲法第 98 条 2 項により，批准

した条約は当然に国内法的効力を有し，編入

のための国内法制定を要しない。その場合で

あっても，そもそも政府報告書審査等の実施

措置を規定する自由権規約を批准する目的の

一つは，「日本において人権条約機関の実行

により注意を払い，開かれた関係を目指すこ

とにあること」にあると言えるだろう。その

ため，日本の裁判所においても，第 1及び第

2の点から，「自由権規約委員会の規約解釈に

は，法源として相当な重みを付与されなけれ

ばならないことは明白である」。

結論―�サケ資源保全という目的により
正当化されるか？

以上，要約すると，①自由権規約第 1条及

び第 27条に基づき，アイヌ民族の商業的サ

ケ漁業権は，個人の権利の集団的行使に加え

て，集団の権利としても保障される。②自由

権規約第 27条は，先住民族集団について，

積極的保護義務を課している。③自由権規約

第 1条及び第 27条には留保が付されておら

ず，日本国憲法第 98条 2項により「誠実に

遵守する」義務を負っており，両条項は国内

法的効力をもち，条約は国内法に優位する。

④自由権規約には自動執行性が認められ，裁

判規範として直接適用できる。⑤自由権規約

委員会の監視機関・準司法機関としての役割・

公平性・中立性・客観性・正当性に基づき，

その一般的意見，見解，総括所見は有権解釈

として尊重される必要がある。

本意見書で確認した自由権規約第 1 条及び

第 27 条に基づく先住民族の自決権や文化享

有権は，近代国家成立以前から存在する先住

民族の慣習的権利としての先住権とは異なる

が，ラポロアイヌネイションが主張する集団

の権利としてのサケの商業漁業権を保障する

ものである。

もっとも，自由権規約第 1 条にも第 27 条

にも権利制限条項がないが，それは絶対的な

権利であることを意味せず，権利の濫用並び

に他者又は先住民族全体の権利及び利益との
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衝突の場合に制限が認められうる。I 2. ⑷で

見たフィンランド最高裁判所判決では，サー

ミの漁業権侵害が環境保全（サケ資源保全）

という目的に比例（均衡）するものと認めら

れるかが検討されており，参考になる。この

点，フィンランド最高裁判所では，第 1 事件

において，自由権規約第 27条等の保護を受

けない漁業をより厳しく規制することで，目

的は達成しうることを指摘しており，第 2 事

件では，漁業法の規定が地元のサーミの文化

享有権に配慮を行わず，他の釣り人等と同じ

立場に置いていることを問題視していた。ア

イヌ民族のサケ漁業権について言えば，アイ

ヌ民族は北海道漁業調整規則第 52 条に基づ

く特別採捕の許可を得て，「伝統的な儀式若

しくは漁法の伝承及び保存並びにこれらに関

する知識の普及啓発」のためにサケを採捕す

ることは認められている。しかし，これはア

イヌ民族に「権利」を認めるものではなく，

民族的属性を前提としない例外規定に過ぎ

ず，非アイヌであっても第 52条の例外規定

の適用は認められる。アイヌ民族はサケの商

業漁業のみならず，生存漁業についても一律

に禁止されている。国際法規範をどのように

国内法に導入するか，という点については，

締約国には一定の裁量が認められるが，現行

法は自由権規約第 1条及び第 27 条に基づく

アイヌ民族のサケ漁業権を，個人の権利の集

団的行使としても，集団の権利としても一切

認めておらず，そのことはサケ資源保全とい

う目的の実現と比例しないため正当化され

ず，自由権規約第 1条及び第 27条違反とな

ると考える。

〈追記〉　本稿は，令和 4 年度科研費（基盤研究 B　
研究課題番号 20H01441　研究代表者　児矢野
マリ）及び令和 3 年度科研費（基盤研究 B　研
究課題番号 18H00810　研究代表者　小坂田裕
子）による研究成果の一部である。
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